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　本研究は千葉県における地域経済の活性化について，従来の観光という手法を用いて実
現することが可能かどうかを検証することを目指したものである。従って，千葉県内にお
ける観光地の賑わい，外国人観光客の来訪等についての調査研究をすることは直接的には
目指していない。
　むしろ私たちは，現在の千葉県内にある様々な地域的要素（都市，自然環境，産業，歴
史，住民の生活文化等）の中に観光に活用できる資源があるのかどうか，また活用すると
すればどのような働きかけをすれば活用できるのか，といった観点で研究活動を行ってき
た。もちろん調査対象は県内だけに限らず，似たような環境にある他地域の調査も行って
いる。
　本章で取り上げるのは，観光についての本質的な掘り下げである。人はなぜ居住地を離
れて移動するのか，観光の起源はなにか，といったことから始めて，観光資源として活用
できそうなものを，これまでの常識にとらわれずに発掘することを目指した。また観光以
外の方法で地域の経済活動を活発化させる方法についても検討した。
　論文の構成は以下のとおりである。
「１　地域経済の成長に関する諸課題」では，国勢調査のデータなどをもとに経済活動に
おける地域的不均衡がどのような状況になっているか，不均衡が形成される要因などにつ
いて述べることにした。
「２　観光と地域経済」では，そもそも観光とは何か，旅行とは何かについて掘り下げな
がら，観光が私たちの生活において果たしている役割や効用について分析する。その際重
要な観点として取り上げるのが「巡礼」である。
「３　地域の自立的発展と観光」では，従来型の政府主導で行われてきた地域発展戦略に
頼らずに，地域住民を中心に行う地域経済の自立を目指した取り組みがどのようにすれば
可能になるのかについて，観光と移住という観点を踏まえて述べることにする。
「4　行政による地域活性化の取り組みー美作市，津山市の場合」では千葉県とよく似た
地形を持つ中国山地の2都市に関する事例を取り上げて，行政がどのような姿勢でこの課
題に取り組んでいるかを示しつつ，行政中心の地域活性化策の限界を検証した。
「５　日常生活型観光＋移住戦略に向けて」
　最後にまとめとして，地域活性化の具体的政策事例として，日常生活型観光＋移住戦略
を取りあげ，具体的な実施方法や注意点などを説明した。
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１　地域経済の成長に関する諸課題
　⑴　国民経済の成長と地域間バランスの不均衡
　経済成長とはすなわち一人あたり所得の持続的成長のことである。この場合，一般的に
は国全体が成長することが主要な課題であり，各地域経済の発展についてはその次の課題
ということになろう。
　我が国を事例にとると，日本全体の経済パフォーマンスは近年比較的安定的に推移して
おり，2011年の東日本大震災の被災や福島第1原子力発電所での事故についても，東北３
県の打撃は漁業や農業を中心に大きかったが，全体的には比較的早くに復旧したと見るこ
とができる。
　一方，以前から指摘されてきたことではあるが，東京１極集中体制が進む中で，東京と
地方との格差が依然として大きい。国民所得統計で一人当たり県民所得を見た場合，最近
ではトップの東京都と最下位の沖縄県の開きはむしろ縮小していて，格差が減少傾向にあ
るとみることができるが，それでも沖縄県は東京都の47％前後になっていて，その差は大
きい。また表１にあるように，県民所得の低い県では人口減少が進んでいると見ることが
できる。民営事業所数の推移でも人口減少地域で軒並み事業所数が減少していることがわ
かる１）。
　図１で明らかなように，県民所得格差は固定化しており，九州，北海道・東北，四国で
低くなっている。関東・中部・近畿という中心部の外側の，産業活動が弱い地域で所得が
低いということになっている。
人口減少率上位 １人当たり県民所得
民営事業所
減少率
１ 秋田 -1.30% 38位（246万円） -2.20%
２ 青森 -1.13% 40位（243万円） -1.10%
３ 高知 -1.00% 39位（245万円） -2.00%
４ 和歌山 -0.99% 23位（282万円） -3.10%
５ 山形 -0.96% 32位（263万円） -1.70%
表１　人口減少率上位県の県民所得
（出所）『統計で見る都道府県の姿』　2017年版，『経済センサス』平成26年版より
１）内閣府の資料による。
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_h26.html
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　このように日本の地域経済は，以前から指摘されている東京・名古屋・大阪の大都市
圏とそれ以外の地域との格差が依然として残り，それに加えて人口減少や少子高齢化と
いう問題が付加されてきているので，問題解決が一層困難になっている。
　次に雇用者数の動向についての地域別格差を見てみる。雇用はその地域の産業・経済
情勢を反映しており，人口動態との関連性が考えられる。地域別の雇用者につては国勢
調査にある就業者で見ることにした２）。
　表２でわかるように，就業者数の減少率が高い道府県をみると，東北６県中の５県が
図１　ブロック別一人あたり県民所得の推移（単位：千円）
（出所）表１に同じ
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図２　東北６県就業者数の推移（1950～2015年）
（出所）国勢調査データにより筆者作成
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２）雇用者数については国勢調査の就業者数と経済センサスの従業者数の２つのデータがある
が，経済センサスはそれ以前の事業所・企業統計調査との間で調査方法の変更によりデータ
に連続性がないので，国勢調査のデータを使用することにした。
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上位10県の中に入っている。表１で人口
減少をみるとわかるように，東北地方は
人口減少，雇用減少が進み，一人あたり
県民所得も低いことが確認できる。これ
はもちろん東日本大震災が影響している
ことを指摘する必要があるが，震災の影
響を受けた宮城県が入っておらず，影響
をあまり受けてない秋田県，山形県が入っ
ているところに注目する必要がある。図２でわかるように，東北６県のうち，宮城と福島
では雇用者が増えていたが平成12年以降に減少に転じ，あとの４県は就業者数が安定して
いて，2000年以降（秋田は1985年以降）に減少している。特に東北地方の日本海側の県に
おいて，人口減少，雇用減少，所得減少が同時に進行しているのである。さらに四国４県，
九州においても減少率が高くなっている。
　直近のデータで最も人口減少が進んでいる秋田県を例に見てみよう。下記の図３，４に
おいて事業所数も従業者数も減少していることが一目でわかる。この図におけるピーク時
（事業所で1995年，就業者数で1970年）と2014年とを比較してみると，事業所数で24,588
事業所，従業者数で153,146人の減少があった。この間の秋田県の人口をみると，1996年
に1,210,320人だったものが，2014年には1,009,659人と200,661人減少している。秋田県では
従業者数が人口減少のほぼ４分の３（76.3％）に達していたのである。
　秋田県で人口減少の要因については，地元の研究機関での分析が行われている。それに
図３　秋田県事業所数の推移
（出所）事業所・企業統計経済センサス
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図４　秋田県就業者数の推移
（出所）国勢調査データより
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1 高知県 -２0.9807
2 秋田県 -２0.677
3 山口県 -１7.78１8
4 島根県 -１５.6１５
5 徳島県 -１５.５４68
6 福島県 -１５.２0１6
7 青森県 -１４.980１
8 岩手県 -１４.876
9 和歌山県 -１４.6２0５
10 山形県 -１４.４7１５
表２　雇用者数減少率上位10県就業者数増減率
（平成7～27年）％
（出所）国勢調査データにより筆者作成
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よると，秋田県では15歳～24歳の若年層で県外流出が続いていて，それが少子化や人口減
少の大きな要因になっているということである。片野顯俊（2011年）によると，秋田県で
は過去30年間の社会減が14万５千人あったが，そのうち15歳～24歳の層に属する人々が13
万９千人あり，これは全体の96％であったそうだ３）。
　若年層の県外流出は地域の産業や経済にとってはたいへん大きな問題であり，県として
も政策課題として取り組んでいるようである。具体的には少子化対策として新生児8000人
超の実現，雇用の増加，教育の充実などで人口の増加や流出防止を行おうとしているが，
具体的な決め手がない状況で，今後のさらなる人口減少が懸念される。
　秋田県において人口減少と雇用減少が同時に進行しているという現象については，豊田
哲也（2016年）が以下のように指摘している。そもそも労働経済学の研究においては，「地
域の労働雇用環境についての研究が皆無」４）であり，秋田のように人口減少も雇用の減少
（この場合は経済センサスの従業者数減少率で見ている）においても日本で第１，２位と
なっていることについて，有効な説明ができていないようである。
　同じ報告書において，小崎俊男（2016年）は，秋田県の人口減少のうち，社会減の最大
の要因は若年層の進学や就職による県外流出であると述べている５）。若年層が県外に流出
すれば結婚・出産等による人口の自然増も期待できなくなる。この流れを食い止めるため
には，「大卒の人々が就職できる良質（高質）な職場の提供」が必要ということになる。
そしてそのためには誘致企業を増やして
良質な働く場を提供することが必要と結
論づけている。
　しかしながら，企業誘致を求めている
のは秋田県だけではなく，全国の自治体
が将来性のある優良企業の誘致を求めて
必死の活動を行っている。その中で企業
を誘致するのは非常に厳しいことである。
従って，人口減少の解決策を誘致企業の
増加に求めると言う政策は，事実上無策
３）国際教養大学シンポジウムアジア地域研究機構主催「人口減少社会における地域の雇用・
労働のあり方～秋田県域において～」報告書による。2016年
４）豊田哲也，2016年，２ページ
５）小峰俊男，2016年より
人口減少率 就業者数減少率
秋田県 １位 ２位
青森県 ２位 7位
福島県 ４位 6位
岩手県 ５位 8位
山形県 ６位 １0位
表３　東北地方における人口減少と
就業者数減少の関係
（出所）国勢調査データより筆者作成
人口減少は平成17～27年の間の増減率の全国順位。
就業者数は平成７～27年の間の増減率の全国順位。
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に近い結果になることを覚悟する必要がある。さらに秋田県においては，秋田を発祥の地
とする TDK の事業縮小が影響している６）。
　⑵　地域経済の自律的発展戦略
　人口動態と雇用による日本の地域格差の動向を見ると，経済規模が縮小傾向にあるのは
首都圏や中京圏など経済活動の中心となっている地域から外れた周辺部であり，中心地域
は逆に拡大傾向にある（但し大阪等の近畿圏は全体としては縮小傾向にある）。特に，東
北・四国・九州（除く福岡）は人口減少，経済活動低下の流れが止まらない。
　これまでの分析を踏まえて，人口減少と雇用減少との関係を地域の特性と関連づけ分析
することにする。日本国内に限って地域を見た場合，様々な特性があり，同じ環境や条件
で存在していることはない。地域の特性や歴史などが類似している事例はありうるが，全
く同じということはあり得ない。
　そこで，製造業との関わり方をもとに，地域の特性と人口，雇用との関係性をみること
にする。製造業との関わり方については，これまでの地域産業関係の研究を参考に以下の
３タイプに分けて分析する。
Ⅰ型（大都市型集積）
東京，神奈川，埼玉，千葉，愛知，三重，岐阜，大阪，京都，
兵庫
Ⅱ型（地方工業都市型集積） 静岡，長野，新潟，岡山，広島，福岡
Ⅲ型（誘致型集積地域）
北海道，東北６県，茨城，栃木，富山，石川，福井，奈良，
滋賀，鳥取，島根，山口，四国４県，福岡を除く九州，沖縄
　このうち，Ⅰ大都市型では明治維新以降に政府の殖産工業政策により近代産業が導入さ
れ，欧米からの技術導入により製造業が盛んに行われていた。特に，軍事技術に関わる機
械・金属関係の産業の発達が早く，軍工廠とその周辺地域では当時の日本としては高い製
造技術を持った企業の集積が進んでいた。
　次にⅡ地方工業都市型の集積というのは，大都市以外で早くから近代産業が発展してい
た地域である。これらの都市は様々な要因から産業が発達し，大企業による生産が行われ
ていた。これらの地域にある企業は，戦時統制経済のもとで軍需産業が発展した。戦後は
軍事産業から平和産業に転換し，高度経済成長の波に乗って，機械，金属。化学などいわ
ゆる重化学工業が発展した地域である。しかし石油危機以降に産業構造の変化が進行し，
６）2012年に同社は東北にある19の製造拠点のうち７拠点を閉鎖した。この拠点はすべて秋田
県内にあった。
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最近では生産拠点の海外への移転やいわゆる IT 産業の発展によって，立地している企業
の減少等による産業活動の停滞が進んでいる。
　Ⅲの誘致型集積地域は高度成長期以降に製造業が発展した地域である。この地域は主と
して政府の工業再配置政策や自治体の企業誘致活動により製造業関連の企業が立地した
が，その後の産業構造や国際経済環境等の変化によって立地企業の撤退が見られ，新規の
工場誘致が進まず，地域経済に大きな影響を与えている。
　このほかにいわゆる産地型集積が全国に分布している。伝統的産業もあれば金属機械関
係の産業に発展した地域もある。これらの産地型集積は特定産業に特化した中小企業の集
積であり，上記３タイプの集積と比較すると地域経済に与える影響が小さいと考えられる
ので，ここでは分析の指標としては取り上げなかった。　
　次に全国の都道府県をⅠ～Ⅲのタイプに分類し，それらの地域における人口増減と従業
者数増減を集計して整理してみたのが図５である。この図でわかるようにⅠ型大都市圏型
の集積で人口が増加しているが雇用は減少している。Ⅱ型地方工業都市とⅢ型誘致型集積
地域では人口と雇用の両方とも減少し，特に誘致型地域での両者の減少幅が大きいのが特
徴的である。
　全体をみて気がつくのが，人口も雇用も歴史の古い産業集積のほうほど増加傾向にあ
り，逆に高度経済成長期以降に新しく外部から企業を誘致した地域ほど減少傾向にあると
いうことである。特に首都圏は人口が大きくプラスになっており，日本全体では人口減少
が叫ばれている中で逆の結果が出ている。自動車産業が発展している中京圏では人口は若
図５　地域別人口，就業者数増減率の推移
人口増減率は平成17（2005）年～平成27（2015）年のもの
就業者数増減率は平成７（1995）年～平成27（2015）年のもの。いずれも国勢調査のデータを使用した。
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干ながら増加しいている。しかし，大都市圏の中でも近畿圏は違っており，特に雇用面で
減少幅が大きいことが目立つ。この点については近畿圏の地域経済や地域産業の細部につ
いて調査を行う必要があるが，近畿圏で立地している主要な産業（電機，繊維，化学など）
が停滞しており，それにかわる新しい産業が発生していないことが影響していると指摘す
ることができるであろう。この点はⅡ型地方工業都市，Ⅲ型誘致型集積地域も同様の結果
になっている。
　これまでの分析をまとめてみると，現在日本で起こっている地域間格差の要因として，
その地域が持っている特性（歴史，産業集積の蓄積，変化への対応，企業の戦略など）が
影響していると見ることができる。戦後の日本経済に限ってみた場合，経済を主導してき
た地域（にある企業や自治体）とそれに牽引される形で従属的についてきた地域（の企業
や自治体）との間で差が付いてきた，とみるのは厳しすぎるであろうか？
　残念ながら，従属的な対応をしてきた地域において，変化への対応が遅れ，あるいは自
ら対応することができずにいるため，人口減少や雇用喪失を招いているとみることができ
る。
　第２次世界大戦後における日本の地域経済発展政策を振り返ってみると，国土開発計画
中心となっており，その基本は大都市への経済機能の集中を地方に分散させるということ
であった７）。具体的には政府が全国に製造業の事業所を誘導する政策を実施して，そのた
めの基盤整備として，事業用地の整備を始め，住宅や教育機関の整備，電力や用水の供給，
交通機関の整備などを行って東京，大阪などに集中していた企業の分散を進めた。
　従って，各地域に立地したのは大企業の製造部門であったり流通部門であったりする
が，意思決定はあくまでも本社が所在する東京や大阪，名古屋であり，出先の地方事業所
ではなかった。また，地方自治体も企業を誘致するまでは努力をするが，いったん工場用
地を企業が購入してしまうと，あとは企業の裁量に任されることになり，地域経済への貢
献など地方自治体と誘致企業との結びつきは緩やかなものでしかなかった。また誘致企業
が撤退する，あるいは事業を縮小するなどの行動が生じても，それに対抗できる政策を持
つことは限られた一部の自治体だけしかできず，ほとんどの自治体は財政的な問題もあっ
て国（政府）が行う政策を待つしかないのが実情であった８）。
　最近の工場立地動向を見ると，一時期の太陽光発電用パネルの設置でかなりの利用が
７）日本では第２次世界大戦後，国土の総合的利用や産業立地の適正化などを目指して国土政
策が実施された。その主な内容は，大都市への人口や産業，教育機関などの集中を是正する
ために新産業都市，大規模プロジェクト，テクノポリス構想などで全国各地に製造業の用地
を開発して事業所等の分散を図ろうというものであった。
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あって未使用の工場用地が減少した。さらに，工場以外の用途（物流拠点，ショッピング
モールなど）も増えている。これらの事情により，工業団地の利用率が高まりつつある。
しかし立地場所を見ると，関東内陸や東海，南東北などに集中しており，それ以外の地域
への立地は少なくなっている。大都市圏から見て遠隔地であったり人材獲得に困難がある
などの条件の良くない地域は誘致が難しくなる。自治体側では条件面（分譲価格，税金，
補助金など）で優遇策を提示して企業を獲得しようとするのであるが，多数の自治体が同
じような姿勢で誘致活動をしているので，厳しい競争になることは避けられない９）。
　その結果，工場団地に空きが出て埋まらない，予定通りの税収が入ってこないので財政
収支が厳しくなる，等の問題が出てくるのである。また最近では，使われなくなった工場
や学校の跡地が増えてきており，その活用も課題になっている。
　こうしてみると，Ⅱ型，Ⅲ型の地域において，企業誘致が進まず，事業所数も従業者数
も減少してそれが人口減少に結びつくという悪循環になるという現実が進行しているので
ある。工場団地のように１カ所に企業が集まって立地しているからといって，企業間の連
携を伴う産業集積が形成されるわけではない。団地内部や外部の企業間の連携が進み，相
互に集積のメリットを享受できるようにならないと，地域に定着したとはいえないのでは
ないか。その点で誘致型地域で雇用が減少し，人口も減少していることについては，地元
自治体が工業団地に集めた企業間の様々な連携を積極的に組織することが重要なのであ
る。それがない場合，人口と雇用の減少という負のスパイラルが続き，地域全体が縮小す
るのを止めることは難しくなる。
　一方，首都圏と中京圏では雇用は減少しているが人口は増加しており，特に首都圏への
経済機能の1極集中が進行しているという現実を見る必要がある。東日本大震災において，
経済機能が停止した場合の影響が指摘された。首都圏が大規模災害で打撃を受けた場合，
日本経済全体に深刻な影響が生じることは確実である。その点から考えると，東京Ⅰ集中
という事態を招き，それを解決できないでいる現状は，政府の国土政策の失敗も影響して
いることを，我々は深刻に受け止めなければならない。
８）工業団地には様々な形態がある。特色ある産業を集めたケース（栃木県壬生町のおもちゃ
団地（当初は輸出玩具工業団地），茨城県の配電盤団地，千葉県浦安市の鉄鋼団地など）や
研究所（研究機関）や先端企業を集めたもの（茨城県つくば市の東光台研究団地）もある。
９）平成27年度地域経済産業活性化対策調査　一般財団法人日本立地センター，平成28年，平
成28年立地動向調査などによる。
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２　観光と地域経済
　１で見たように，地域経済が全体として縮小傾向にある中で，人口や雇用が増加してい
る地域と減少している地域の格差が存在している。格差が生じる要因としては，製造業の
歴史と現在に至る事業の積み上げ方が指摘できる。このことから，従来型の企業誘致によ
る地域経済活性化戦略には限界があることを理解する必要がある。
　すなわち，企業誘致活動で作られた集積は，短期間で企業数が減少したり他の事業に転
用されたりすることがあり，企業間の取引や連携による効果が発揮されにくい。その結果，
集積のメリットとして通常指摘されている情報のスピルオーバーや取引費用の節約，起業
やイノベーションなどが実現しにくいのである。
　ならばどのような形で地域経済の活性化をはかればよいのか。そこで近年期待が集まっ
ているのが観光である。観光により国内外から人を集め，宿泊・飲食・レジャー施設の利
用，土産物など幅広く消費をしてもらうことで，地域経済の縮小を食い止めることができ
るというのである。そこで以下では観光に焦点を当てて，観光の可能性や地域経済に与え
る影響などについて検討する。
　⑴　観光とは何か
　観光とは何か。この点について日本では，観光政策審議会が1969（昭和44）年の答申の
中で示したものが最初の観光の定義であるといわれている。それによると，「観光とは，
自己の自由時間の中で，鑑賞，知識，体験，活動，休養，精神の鼓舞等，生活の変化を求
める人間の基本的欲求を充足する行為（レクリエーション）のうち，日常生活を離れて異
なった自然，文化等の環境のもとで行おうとする一連の行動をいう」ということである10）。
　これに対して WTO（World　Tourism　Organization）：世界観光機関では，ツーリズ
ムの定義として，「24時間以上，１年を超えない期間で日常生活圏を離れ，旅行，滞在す
る人々の活動」としている11）。
　ここでの両者の違いは，ビジネスを観光に含めるかどうか，という点である。一般的に
は，ビジネスでの移動も観光に含めるというのが現在の国内外の関係団体の考え方のよう
である。ビジネスでの移動を含める立場からは，観光といわずに旅行とするべきだという
見方もある。
10）林清，2015年　１ページ
11）同書２ページ
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　観光（旅行）産業は大変幅の広い産業である。主要なものだけでも宿泊業，運輸業，飲
食業，小売業，観光施設業，観光土産品製造業，娯楽・スポーツ施設業など多様な産業が
観光関連で活動している。
　上記以外にも，旅行業，出版業，保険業，衣服製造業，鞄製造業，製靴業，レンタカー，
案内業など各種の産業が観光に関わっている。これらをあわせた日本における観光産業全
体の経済効果を測定すると，観光産業のうちの旅行消費額だけで25.5兆円，波及効果も含
めると付加価値額で25.8兆円で，GDP の4.9％を占めるという。また雇用も波及効果も含
めて440万人になっている12）。
　そもそも観光（旅行）とは何なのか。歴史的に見て，人間が居住する地域を離れて移動
する行為は自らの生存環境を維持するために行っており，その起源は人類の発生と同じく
らい古いと考えてよいであろう。居住地を一時離れるのが旅行であるとすると，後に述べ
る巡礼はこうした人間の移動の歴史を下敷きにして発生したと考えられるので，人類が始
まって以来行ってきた移動を旅行に含めて考えるのが自然ではなかろうか，と考える。そ
の意味で旅行は人類にとって必要不可欠の行為であったと見ることができよう。
旅行にはその目的によりいくつかのタイプに分類できる。
　①　近代社会以前から存在した旅行
政治　軍隊の遠征，兵役（防人，屯田兵など）
　　　民族移動
宗教　聖地巡礼
経済　交易，行商
　　　労働力の移動，出稼ぎ
生活　婚姻，家族，墓参・法事
　②　近代社会以降の旅行
観光・レジャー，学習，親睦
ビジネス出張，調査，研究
スポーツ，音楽，美術，演劇などの文化活動
　通常，旅行というと近代社会に入り，産業革命等で人々の移動が高速かつ大量にできる
ようになってからのことを指すようであるが，本来の旅はそれ以前から上記のように様々
な形で行われていたとみるべきであろう。
12）2015年のデータ。観光庁のホームページによる
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　⑵　現代社会の旅行の課題
　現代社会では旅行（特に観光旅行）というと，絶景，名所旧跡，グルメ，温泉というと
ころが目的地として取り上げられ，そういう観光地と自宅との往復という形で行われるの
が一般的であろう。最近は特に，マスメディアで放送される旅番組やグルメ番組で登場す
る地域の名物料理や景色などが人気となり，週末ともなると多くの観光客が押し寄せてく
る。
　工場誘致による雇用確保が難しくなってきている現在の日本において，観光による地域
活性化は多くの自治体が目指すところである。しかし，観光には様々な制約要因があり，
地域の雇用を増やすまでに発展させることには困難さを伴う。
　まず第１は観光資源の偏在である。山岳，湖，海岸，渓谷など自然環境が美しくて多く
の人々を引きつける要素を持っている地域は限られている。第２に歴史的遺跡は過去の建
築物等の再建（例えば古い城郭の再現）は価値が低く，時間の経過を経た当時のままのも
のに価値があると見なされる，第３に日本人が好む温泉は，日本ではある程度掘れば出て
くると言われており，既に供給過剰になっているので，温泉があるからといって観光客を
集めることは難しい。このほか，宿泊施設や交通機関などの受け入れ体制に関しても，資
金を投入した施設拡充が裏目に出た例がある13）。グルメに関しても，メディアが取り上げ
て有名になった「名物料理」に人が集まるのは一時的な現象であり，持続性に問題がある。
　こうしてみると，地域活性化を観光で実現しようとする場合，既存の観光地との競合が
あるので，これまでの概念で観光地を作り出そうとすると問題に突き当たって目的が実現
できない可能性が高い。東京ディズニーランド（TDL）の成功によって，一時期テーマパー
クというコンセプトが観光開発の流れになった。しかし，TDL 以外はほとんど失敗し，
地元には多額の借金と利用されないパーク跡地が残っただけだった。
　それではどうすればよいのか。
　⑶　地域資源の掘り起こしによる地域の魅力発見の取り組み
　どこの地域でも自然環境，歴史，文化，産業など様々な要素が存在し，その内容は地域
によって異なっている。ここに焦点を当ててしっかりと掘り起こしをし，それを地域全体
で発信させる取り組みを続けていけば，外部から多くの人々を受け入れることができる。
13）首都圏周辺の温泉観光地では団体客を目当てに立て替えた大規模施設が，団体客の減少と
利用者の変化（少人数，日帰り志向，女性客の増加など）により経営を圧迫したことが経営
悪化の要因として指摘されている。また栃木県の鬼怒川温泉の場合，地元の足利銀行が2003
年に経営破綻したことによる資金繰りの悪化もあって，温泉街が一時寂れた状況になった。
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　もう一つ考える必要があるのが移住である。移住については「３　地域の自律的発展」
で取り上げるのでここでは詳しくは述べないが，観光が一時的な来訪者の増加であるのに
対して，移住は人々の生活拠点の移動であり，地域経済には長期に渡って成果を持続させ
ることができる。
　さて，ここで取り上げる「地域の魅力発見」について具体的に考えてみる。既に述べた
ように，優れた観光資源を持つ地域は限られており，その価値を維持することも簡単では
ない。では具体的に利用可能な魅力にはどのようなものがあるだろうか？地域資源として
利用可能なものを並べてみよう。
　ありふれた風景：例えば里山，田んぼ，畑，森林
　地域の素朴な文化を味わえるもの：例えば伝統的なお祭り，伝統的な行事，方言など
　既に役割を果たし終えたと思われている施設：古民家，ローカル線，産業遺跡など
　その地域にしか存在しない自然：地形，植物，動物，地層など
　その他のその地域ならではの独自な地域資産：日の出，夕日，独自の気象現象など
　これらの地域資産は，これまで観光資源としてはほとんど考えられてこなかったもので
あるが，現代社会においては立派な観光資源になりうるものである。但しこれらの資源を
観光に利用しようとする場合，外部の人が来て簡単に利用できるように受け入れ体制を
しっかり作る必要がある。その場合重要なのが地域住民の参加である。もっぱら外部から
の人材や資金に頼って事業化を進めようとすると，地元ならではの特色が薄れてしまう危
険性がある。
　⑷　地域資源としての巡礼の可能性
　地域資源の掘り起こしに関する例として巡礼をあげてみたい。筆者は既に，「巡礼と地
域経済」（鈴木孝男，2014年）において，巡礼が旅の原型であり，特定の宗教を超えて人
間の生き方のなかで深く共通する行為であることを指摘した14）。
　すなわち現代の主要宗教のすべてにおいて巡礼という宗教儀礼があり，それぞれ長い歴
史を持っている。またこれら各宗教の巡礼は，類似した行動をもっており，巡礼が主要宗
教の発生以前から存在しており，共通の特徴を持っていたことがわかる。さらに，宗教に
影響を受けない巡礼を行っている地域が存在していることが確認されている（黒田悦子，
1989年）15）。
14）巡礼は主要宗教には必ず存在し，その形式にも共通性があるので宗教を超えた人類が持つ
普遍的な文化だと指摘した。
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15）特定宗教に関係ない巡礼の事例として､ メキシコ北部に居住するウィチョル族の例がある。
16）巡礼には日常生活からの離脱と境界的な場での精神的解放をへて再びもとの日常生活に戻
ることで人間らしさを回復できる，というのが V.W. ターナー（1996年）の考え方である。
17）秋田県秋田市にある聖体奉仕会において，教会内に安置してある聖母マリア（木像）の目
から涙が落ちているのが1975年～1981年までの6年間に101回も確認された。このことで話題
になり､ 世界中から巡礼者が訪れるようになった。
　巡礼は日常生活（構造）から離れて不安定な状況に入り，聖地での非日常的活動を通じ
て人間性の回復を目指す（推移）。そして再び日常生活に復帰する（再統合）。この循環を
通じて，構造社会で生じている様々な問題の緩和や軽減をはかり，所属している人間集団
の安定を図ることができるのである16）。
　私たちの社会には，巡礼とよく似た行動が存在している。例えばお盆や年末年始に見ら
れる帰省，学校の修学旅行や会社の社員旅行などはそれにあたるであろう。
　巡礼には拡散する傾向がある。キリスト教の巡礼に関してみると，初期にキリストが処
刑され，後に復活したとされるエルサレムや，弟子が処刑され，後にカトリック総本山が
おかれたローマが巡礼の対象であったが，その後スペインのガリシア地方にあるサンチャ
ゴ・デ・コンポステラやポルトガルのファティマ，フランス南部のルルドなど新しい巡礼
地が次々に発生し，多くの信者を集めている17）。
　また日本の場合，写しが見られる。例えば観音霊場の場合，最初は西国三十三観音から
始まり，やがて板東三十三観音，秩父三十四観音へと広がり，やがて全国に広がっていっ
た。千葉県の例を見ると，下総三十三観音，上総三十三観音，安房三十四観音が鎌倉～江
戸時代にかけて成立しており，現在でも参拝している人がいるようである。
　弘法大師に関わる大師霊場についても，四国八十八カ所をはじめ，小豆島八十八カ所霊
場（香川県），篠栗八十八カ所（福岡県），知多四国霊場（愛知県），佐渡新四国霊場（新
潟県），新四国相馬霊場・東葛印旛大師（いずれも千葉県）など全国に広がっている。四
国霊場は弘法大師が平安時代に巡行したのが始まりといわれているが，その後は江戸時代
から現代まで各地に新四国霊場（あるいは准四国霊場）として有志が集まって寺院を編成
して札所巡りを行う活動が存在している。これらの霊場巡りにおいては地域住民の講組織
により定期的に参拝が続いている。
　このように見てくると，霊場巡りの巡礼路は有志により任意に作ることができるようで
あり，今後も新しい霊場が作られる可能性がある。
　こうした聖地巡礼は，最近宗教とは関係ない分野で広がっている。特にアニメや映画の
舞台になった場所を巡る「聖地巡礼」が増えてきており，「聖地」は全国に広がっている
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という。この巡礼は参加者がほとんどアニメや映画を見ている若者で，宗教関係の巡礼が
高齢者中心なのと好対照になっている。このように，巡礼は単なる宗教行事の枠にとどま
らず，広く多数の人々の生活に根ざした活動になっている。
３　地域の自立的発展と観光
　１，２において，地域の経済発展には雇用の増加が必要であること，雇用を生み出す企
業活動には歴史的蓄積が必要であること，製造業が縮小している現状で，製造業以外での
産業発展が求められること，観光業が注目されているが，どこでも観光産業を立ち上げる
ことが可能ではないこと，巡礼は拡張性があり，また写しがあるので，様々な地域で行わ
れ，各地から人が集まってくること，などを述べた。
　ここでは，通常の観光では競合が激しく，またよほど魅力的な観光資源を持ってないと
外部からの来街者を集められないという現実を踏まえて，新たに地域資源を作って地域経
済の活力を引き出すことに成功した事例を紹介する。そこでは行政や大企業，外部の企業
等によって事業計画を作るのではなく，地元住民や地元企業の力で事業を興しているこ
と，そこにおいては夢や熱意といった主観的な意思が重要であること等を指摘する。
　⑴　地域資源を新たに作ることは可能か
　これまで述べてきた地域資源の掘り起こしは，既に存在している地域資源について，新
しい視点で再評価し，活用するというものである。しかし，元々地域には存在しなかった
資源を新たに作り出し，それを元に地域活性化を実現することは可能であろうか？
　筆者はこれまでに２つの例について調査し，以下の論文として報告してきた。
①　「地域の競争優位　清水市のサッカーの場合」（鈴木孝男，2000年）
②　「地域の競争優位―サッカーにおける清水と浦和の場合」（鈴木孝男，2001年）
③　「産業発生と地域」（鈴木孝男，2008年）
　①と②は同じ対象をについて述べたもので，静岡県清水市（当時，現在静岡市）のサッ
カーについて述べたものである。③はいわき市のポリネシアンダンスにつて述べたもので
ある。２つの事例に共通していることが２点ある。一つは地域の中に専門の学校を作り，
そこで人材を育てて特色ある地域社会を作ろうとしてきたことである。もう一つは地域
リーダーの優れたリーダーシップである。行政や大企業など大きな力を持つ組織が，その
権力を背景に政策を実施したのではなく，市民の中のリーダーが，熱意と努力によって彼
らの夢を実現したのである。彼ら小学校の教師たちの努力により，清水は「サッカーの町」
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としての特色が定着し，1993年の J リーグ発足時に清水エスパルスが誕生した18）。
　またいわきでは，ハワイをイメージした「常磐ハワイアンセンター」→「スパ・リゾー
ト・ハワイアンズ」が誕生し，日本人ダンサーによるポリネシアンダンスが大きな呼び物
となってこの会社の経営を支えている19）。
　この２つの例からわかることは，資源は何もないと思われている地域でも，そこに住む
住民の熱い思いと努力によって，特色ある地域が作られることが証明されたということで
ある。両方の事例において，行政はほとんど関与していない。これがもし行政主導の取り
組みであったとしたら，ほとんど成功していなかったであろう。
　⑵　非日常型観光の限界と日常生活型観光の提案
　これまで地域活性化で述べてきたのは主として観光であった。観光は人々の関心が高
く，事例が多いことから政策としても利用されやすい。しかし，一般的な観光資源は山岳，
渓谷，湖，温泉，史跡，名刹などでそれぞれ類似のものが多数あるため，客が分散する傾
向がある。また，一度訪問すると再訪する人は多くはない。多くの観光地は飽きられやす
く，次第に訪問者が減っていく傾向にある。一般の観光地が寂れやすいのはこのためであ
る。
　観光は人々にとって非日常空間への移動という性格を持っている。日々の生活から離脱
して，自由で拘束感のない開放的な気分を味わうことができる。観光地が持つ非日常的空
間はそこに行った人々にエドランゼ（異邦人）としての寂しさを与える。これが旅愁であ
る。しかしこうした気分を長期間味わうことは，普通の人間にとっては苦痛であり，元の
生活に戻ることで安定を見いだす。このような日常生活からの離脱と再統合という循環
は，巡礼の性格で指摘したことである。
　それに対して生活は日々の暮らしであり，その中に様々な関係が含まれているので人々
は縛られているという感覚を持つ。ただこの生活観は人々の意識に落ち着きと安定感を与
え，居場所を与えることができる。そこで観光の中でできるだけ生活観を味わうことがで
18）この時のリーダーの一人が堀田哲爾である。堀田は小学校の教師をしながらサッカーの普
及と強化に力を入れ，清水市（現静岡市）がサッカーの町といわれる基礎を作っただけでな
く，清水 FC という小中学生のチームを土台にして清水エスパルスを作ることに尽力した。
19）石炭産業の継続が将来困難になることを見越した常磐興産の中村豊（当時副社長）は，ハ
ワイをモデルにした温泉テーマパークを作った。その際ハワイの雰囲気をつくるためにフラ
ダンス（ポリネシアンダンス）の踊り子を育てる学校を作った。そこの1期生として育った
小野恵美子は，後にこの学校の教師として後進の指導にあたった。映画「フラガール」はこ
の話をもとに作られたものである。
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きるような仕組みを作ることで，これまでの観光にない魅力を提案することができるし，
将来の移住につながる取り組みになることが期待できる。
　そこで，新しい観光のスタイルとして，中長期の滞在型観光を提案する。特定の場所に
一定期間滞在し，そこでの生活をしながらその地域の生活文化を味わうのである。これは
一種の異文化体験であり，多くの人が潜在的に持っている欲求である。今日，定年退職等
で現役を離れた人達の中に，海外に移住する人が一定数いるようだが，これはそうした意
識の表れと見ることができる。
　日本国内であっても異文化体験は可能である。ある場所に中長期間滞在してそこで生活
する場合，その地域に居住している人々の生活を味わうには地元の住民の受け入れ体制が
必要である。中長期の滞在者に対して，地域住民との交流や地域文化を味わう機会を提供
するなどのコーディネートをすることが必要である。
　数ヶ月間住むだけだとその地域での近隣住民との交流ができない。異なる地域に行っ
て，そこで近隣住民の方々とのコミュニケーションができたら，素晴らしい体験になり，
新しいふるさとができたような気分に浸ることができる。ただ誰でも簡単に地元の人たち
とこのようなコミュニケーションをとることができるわけではない。そこである程度の
コーディネートをする組織が必要になる。
　この場合，行政が交流センターのような施設（観光協会でもよい）をつくり，そこに地
元の文化や行事等に詳しく，人間関係にも通じている人にコーディネーターを委嘱して面
倒を見てもらうようにするとよいであろう。例えば旅行業者が一種のパッケージツアーと
して中長期滞在型の旅行を取り扱い，こうした施設を利用して地元の人とのふれあいを商
品の目玉にして売り出す，という形を作ることができたら，利用する人は増えるであろう。
さらにこうした滞在者の中に移住を決意する人が出てくるであろう。
　最近，中長期滞在型の宿泊施設が出てきた。その例として農林水産省が行っている「農
林漁業体験民宿」20）に基づく「農家民宿」「体験民宿」がある。これは都市の住民が余暇
を利用して農業体験等を行うことを目的としているもので，農家自身が経営するタイプ
（農家民宿）と農業者以外が経営するタイプ（体験民宿）とがある。現在実際に営業を行っ
ている農家民宿の営業スタイルを見ると，体験はできるが長期滞在を目指したものには
なっていないようである21）。
20）農村休暇法（平成６年制定）により作られた。
21）都市農山漁村交流活性化機構のホームページ http://www.kouryu.or.jp/gt/inn/index.
html）によると，現在全国で364件の農家民宿・体験民宿があり，そのうちの約半数が中部・
北陸地域に立地している。2017年８月参照。
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　これとは別に，国税庁の管轄下で行われている「どぶろく特区」においても，類似の民
宿が設立されている。この民宿はどぶろくの製造許可と引き換えに，自ら営業する民宿に
おいてどぶろくを提供することという条件がついているためである。現在国内では129カ
所のどぶろく特区が認定されている22）。
　これらの民宿はいずれも施設的には長期滞在が可能な設備が整っているが，料金等を見
ると必ずしも長期滞在をめざしたものではない。しかし地域との交流に関しては利用者が
いろいろと参加できるようになっており，当該地域の理解には一定の効果があるものと思
われるし，今後の長期滞在への発展が期待できる。
　観光による地域活性化という場合，一時的に人が集まるような刺激を与えるのではな
く，やってきた人たちがその地域に長くとどまり，最終的には移住するような取り組みを
追求することが重要である。従来型の非日常型観光から日常生活型観光への転換である。
　かつて日本では，農繁期に湯治という形での長期滞在の旅行が存在した。宿泊も食事は
自分たちで農産物を持参しての自炊が中心で，温泉につかりながら，農作業の疲れを癒や
すという形での滞在であった。
　湯治は現在でも行われており，1泊3000円前後（食事なし）で利用できる。しかし地域
は山間部の温泉に限られており，周辺に集落がない（少ない）のが実情である。従って，
地域との交流をすることは難しいであろう。
　中長期の滞在という形の新しい観光を考える場合，宿泊施設の充実（生活ができるよう
な台所，冷蔵庫，風呂場，洗濯機などの設置），料金体系（１ヶ月単位などの料金設定），
近隣住民との交流の機会の確保，相談相手となるコーディネーターの配置などそれなりの
配慮が必要であろう。しかしこの事業では，通常の非日常型観光に不可欠の観光資源（温
泉，絶景など）はなくてもよく，日本の農山村であればどこにでもあるような，里山，田
園風景，静けさ，郷土料理などがあれば都市住民には十分に魅力として伝わるであろう。
　⑶　これからの都市と地方の共生
　第２次世界大戦後に日本全土で起こった人口移動は，高度経済成長に伴うもので，地方
から大都市への大規模な一方的な流入であった。その結果，地方都市や農山漁村部はどこ
でも人口が流出して減少が始まり，大都市（特に東京）では過密問題が深刻化したのであ
22）株式会社上代のホームページによる。 http://www.chukai.ne.jp/~kamidai/nintei.html
　2017年８月参照。
─ 32 ─
国府台経済研究 第28巻第１号
る。しかも移動した人々の年齢層は，10歳代後半～20歳代後半という働き盛りの年齢層が
中心で，地方に残るのは高齢者が中心になるという地域住民の年齢構成に歪みを与えるよ
うな動きであった。これが現在でも続いている。
　そして現在では大都市とその周辺に高度成長期に流入してきた人々が定着し，それらの
人々が65歳以上になって高齢化を迎えているのである。その中心にいるのが，昭和22～25
年に生まれたいわゆる団塊の世代の人々である23）。
　これらのシニア層の人々にとって，ふるさとは自分の出身地であるが，そこにはつなが
りがなくなって今住んでいる場所がふるさとになりつつある。これらの人々は長年大都市
やその周辺部に住んでいても，居住する地域になかなか愛着がわかずにディレンマを抱え
ている。こうした人々にとっては全国の地方都市や農山漁村部はどこでも自分のふるさと
になりうるのであるが，何らかのつながりを作る必要がある。
　そこで，行政，商工会議所，JA 等の関係団体が連携して，移住者受け入れの枠組みづ
くりを行うことが必要になるであろう。その際，地元の人が参加した手作り感のある観光
地作り，地元の人との交流を実現するような組織などを意識的に設置することが重要であ
る。
４　行政による地域活性化の取り組みー美作市，津山市の場合
　これまで地域活性化において，行政が行う取り組みはうまくいかないということを指摘
してきたが，実際どのような問題点があるのか。本プロジェクトの活動として2017年３月
21～23日まで岡山県美作市と津山市を調査した。その概要をここに示す。
　⑴　調査の目的
　私たちは「観光による地域の活性化―千葉を例に」をテーマとして掲げ，JR 久留里線
沿線の活性化に焦点を当てて活動してきた。その結果について同じような課題を抱えてい
る他県の例と比較をして，異なる視点から私たちの活動を考察してみたいということで，
調査を行った。
　対象としたのは，岡山県津山市と美作市である。両地域はローカル線の沿線にあり，周
23）高度成長以降に東京に集まってきた若者達は､ やがて結婚して所帯をもつのに地価の安い
郊外に住宅を求めた。また1970年代に入ると，国道16号線沿いの地域に大規模な住宅団地が
作られ，そこに地方から出てきた人達が中心になって住み着いた。これらの地域の電話の市
外局番が04であるため，16号線沿いに住んでいる人々がゼロ4族と呼ばれたことがある。
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囲は高度の低い里山に囲まれており，地域資源として温泉やスポーツ，城下町などを持っ
ている点で久留里線沿線との類似性があるということで選定したものである。
　⑵　津山市
　津山市は人口が10万人強で､ 県内では岡山市，倉敷市に次いで第3位となっており，内
陸部の拠点となっている都市である。交通においても JR 関係の津山線，因美線，姫新線
が集まっており，かつては山陽と山陰を結ぶ幹線の一つとして特急，急行が走るなど交通
上の要衝としての役割を果たしていた。さらに律令制時代には美作国の国府が置かれ，江
戸時代には津山藩10万石の城下町を形成しており，市街地には歴史を感じさせる建物等が
数多く残っている。
　図でわかるように，津山市の平成12年以降の人口と就業者数の推移を見ると減少傾向で
あるが人口で約７％減，就業者数で９％減と美作市（人口が19.1％減，就業者数が19.3％減）
よりは減少幅が少ないことがわかる。やはりこの地域の中心地として，一定の経済力を
持っていることの現れと見ることができよう。しかし，このままだと縮小傾向は変わらな
いと見る必要があるので，何らかの対策を実施する必要がある。
　津山市の「まち・ひと・しごと創生戦略」によれば，同市では人口減少の防止と住民の
定住を大目標にして，以下の４つの基本目標を設定して実現を目指している。すなわち第
１は地域経済の安定と雇用創出，第２は人口流入を実現させる，第３は若者が安心して住
み続けられるまちづくり，第４は岡山県北の拠点としての地域間連携，の４つである。こ
れらの目標を実現するための施策として，既存の産業（農林業，製造業，観光業）の強化
をはかり，着実な雇用創出を目指すというのが同市の戦略である。特に同市が持つステン
図６　津山市　人口・就業者数の推移
（出所）津山市ホームページにより筆者作成
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レス産業のクラスターの強化については企業に対して積極的に働きかけを行おうとしてい
る。
　しかしながら，これらの施策を実施する主体として，市役所が中心となり，地元企業を
巻き込むという形で計画されており，企業の活力が盛り上がらないと目標を実現するのが
難しいように思われる。特に若者が定着したくなるような質の高い雇用をどのようにして
創出するのかを具体的に示さないと，優秀な人材の市外への流出を食い止められないので
はないだろうか。
　同市はかつて，美作国の国府として，津山藩の城下町として，岡山県北部の鉄道交通の
要衝として，重要な役割を果たしていた。こうした国府，城下町，鉄道と食文化を地域資
源として生かす取り組みを地域の諸団体と連携して行うことが重要である。
　我々の久留里線プロジェクトの興味の対象である鉄道に関しては，津山駅にある扇形機
関車庫と転車台を観光の目玉にしようと，2016年４月に「津山まなびの鉄道館」が作られ，
地元の予想を超える入場者があるようだ。2017年４月30日には訪問者が１万人に達したよ
うだ24）。
　ただこの鉄道施設は古い機関車や車両を見るだけで，車両の中に乗って昔の雰囲気を懐
かしむことはできない。鉄道館内部の展示も現在のものと過去のものが中途半端に並んで
いて厚み欠けており，過去の鉄道の歴史を楽しもうとするマニアにとっては物足りないも
のになっている。古い車両の展示とその中での飲食や休憩，鉄道関係の写真や資料等，博
物館としての整備をすすめることが求められているように思われた。
　城下町についても､ 火災はあったが戦災には遭わなかったことから，古い建物がかなり
保存されていて，城下町の雰囲気を楽しむことができる。しかし保存地域が川にそって１
Km以上にわたり細長く続いており，そこをただ往復して歩いて鑑賞するだけになるので，
古い建物の建築に興味のない一般の観光客にとっては魅力を感じることは難しいのではな
いかと感じた。
　その中で､ 現在営業中の店がいくつかあって､ そこだけは魅力を感じられた。食堂，カ
フェ，旅館などである。古い建物の歴史的価値を楽しむ人は一部に限られるだろうから，
人々の生活が感じられるような「動態保存」をもっと増やす必要があると感じた。
　たまたま立ち寄った「紬」というカフェでは思いがけず地元の人との交流ができて，十
分に楽しい時間を過ごすことができた。この店は２年前に開業したそうで，店主の高山さ
んという方が建物を購入して始めたそうである。現在１人で切り盛りしており，高山さん
24）津山瓦版による。http://www.e-tsuyama.com/report/2016/05/10000.html　
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が70歳を超えているので，なかなか大変だろうと思うが､ こうした店があると，来訪者が
地元の居住者と交流することができるので，町の魅力を高めることができるのではないか
と感じた。
　我々のプロジェクトが行った高大連携による活性化の取り組みについて，市側と意見交
津山城
漢方調剤
歴史的保存地域にあるカフェ　紬
看板に川村旅館と出ている。木造３階建て建築
津山まなびの鉄道館
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換をしたが，あまり積極的な反応は得られなかった。つまり高校はあるが，県立高校であっ
たり私学であるので，市役所としては一緒に取り組もうとすることにためらいがあるよう
なのである。また，高校生では具体的で現実的な提案が期待できないと考えている可能性
がある。これでは行政権限を意識しすぎて活動範囲を狭めてしまい，未来の地域の中心と
なる若者に対して，地域への関心や愛着を持ってもらうという重要な課題が実現できない
のではないかと感じる。
　⑶　美作市の場合
　美作市は岡山県北東部に位置し，兵庫県に隣接する山間部の市で人口約３万人である。
同市の主たる産業は第3次産業で，湯郷温泉を擁している。市の人口，産業の状況を見ると，
両方とも減少傾向が続いており，人口数で平成７年比で−22.6％，就業者数で−26.7％の
減少となっている。
　こうした状況に対して同市は強い危機感を持っている。美作市の「まち・ひと・しごと
創生綜合戦略」によると，同市では，出生数の増加，就業者数の増加，転出数の削減と転
入数の増加，周辺環境（里山）の活用，の４点を重点的な目標にしている。特に若者の定
着を実現するための「しごと創り」を重視している。
　これらの目標を実現するための具体的な取り組みとしては，看護・介護系専門学校・高
等学校の誘致，発達障がい支援センターや若者自立支援組織の設立による安全・安心のま
ちづくり，日本体育大学との協定締結によるスポーツ人材育成と活用の取り組み，自衛隊
体育学校や国の合宿所の誘致などによる女子スポーツ振興（７人制ラグビーやサッカー
等）などがあげられ，そのうちの一部は既に実現している25）。またベトナム国立ダナン大
学との相互協力協定を締結しており，将来の同大学大学院日本校の設置を目指している。
　このように，若者にとって魅力的な学校や施設を積極的に誘致し，その活動をてこにし
て人口増加，雇用増加を実現しようとしているのが同市の戦略である。同市の考え方は若
者・スポーツ振興を結びつけて，それをもとに市外からの転入増加，転出削減を行い，人
口減少を食い止めようという考え方である。
　このほか，同市が有する地域資源として里山に焦点を当てて，周辺自治体とも連携しな
がら伝統文化の活用，棚田の保全，旧街道や宿場町の整備などにより観光資源化を目指す
取り組みも行われている。
25）美作市スポーツ医療看護専門学校，滋慶学園高等学校美作キャンパスの2018年４月開講が
岡山県私立学校審査会で８月に認可された。）
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　⑷　今回の調査で得られた成果
　美作，津山の両市とも人口減少と高齢化に悩み，将来への展望を切り開くことに苦労し
ている点で共通性がある。しかし美作市と津山市はそれぞれに戦略を持ち，異なる方向を
目指している。今回の調査で得られた知見・情報を整理すると以下の５点になる。
　まず両市に共通する特徴として
①人口減少（特に若者の流失）に強い危機感を抱いている。
②地域資源を活用する取り組みが行われているが，外部の力に依存する傾向があり，町の
魅力を高める内発的な努力が不足しているように感じられた。
　次にそれぞれの地域の課題を取り上げてみると
③美作市の場合，自衛隊体育学校，日本体育大学，ダナン国立大学等の外部の学校の誘致
に重点が置かれており，それが実現しなかった場合の対応策が示されてない。また，かつ
ては人気を集めていた女子サッカーの湯郷ベルが低迷しており､ 今後の見通しを立てにく
い状況にある。
④津山市の場合，歴史（城下町）と鉄道という２つの地域資産があって，そこを中心に来
街者を増やそうとしている。しかし，歴史・鉄道ともに建物保存が中心で，それを使った
ソフトな戦略が不足しているように思われた。
　今回の訪問において，両市役所で我々の久留里線プロジェクトの概要を説明して，当地
のローカル線を使った取り組みの説明を求め，簡単であるが意見交換を行った。その結果，
先方（特に津山市）から我々の高大連携によるローカル線沿線の地域活性化の取り組みに
ついて強い関心が示された。特に高校生を巻き込むことについては両市ともほとんど行っ
ていないため，我々の試みに関心があったのだと思われる。
図７　美作市　人口，就業者数の推移
（出所）美作市ホームページにより筆者が作成
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　今回の調査を踏まえて，今後報告書をまとめるにあたり，久留里線プロジェクトが持つ
「高大連携による地域活性化」という事業モデルを積極的にアピールすることが必要だと
の認識に達した。
５　日常生活型観光＋移住戦略に向けて
　最後にまとめとして，日常生活型観光＋移住戦略のポイントと観光資源の見分け方，活
用方法について述べることにする。
　まずこの戦略の対象となるターゲット層にはどのような人々がいるのかを考えてみる。
すると，前述のように1960年代～80年代にかけて東京を中心に大都市に集まってきた人々
が，自分の出身地には戻らずに首都圏に止まっているという現実がある。これらの人々の
多くは既に現役を引退していて，自分が落ち着く先を求めているか，今後10年以内に引退
する人々で，その中心となるのがいわゆる団塊世代である。
美作ラグビ ・ーサッカー場
JR津山線　弓削駅
上山（美作市）の千枚田
JR岡山駅に停車中の津山線車両
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　これらの人々をターゲットにして，「田舎暮らし」という中長期間滞在の観光プランを
実現させて，そこから移住へと誘導する事業をすることが，現段階において取り組むべき
戦略になるであろう。この場合，戦略によって地域活性化を行うことが有効な地域は，全
国どこの自治体でも可能である。首都圏や近畿圏など大都市の周辺地域だけが有効である
わけではない。
　これらの人々は自分のふるさととして考えるのは出身地域であり，現在住んでいる地域
ではない。従って，現在住んでいる地域においては常にふるさと喪失状態という不安定さ
を抱えている。しかし定年後にふるさとに帰る人は多くはない。老親の介護，実家や墓所
の管理などの具体的な問題がない場合，現在住んでいる場所が彼らの終の住み家なのであ
る。しかし本音ではふるさとを求め，ふるさと的環境としての田舎暮らしには一定の興
味・関心がある。
　筆者は既に２の⑶（p14）において，地域資源の掘りおこしの例として，「ありふれた
風景」「地域の素朴な文化」「既に役割を終えたと思われる施設」「その地域にある独特の
自然」を指摘した。これらの地域資源について田舎暮らしの観点から更に詳しく見ると以
下のような項目があげられる。
自然環境　里山，河川，海岸，湖沼，草花・樹木，日の出，日没，星空
文化　　　祭り，伝統行事，郷土料理，言葉（方言），史跡
産業　　　伝統産業，農業，林業，漁業
交通　　　ローカル線，路線バス，古道，港
　そのほか人間関係や地域活動（運動会，地域清掃など）も地域資源として考えてよいで
あろう。
　こうした地域資源を外部から来た人達に積極的に利用してもらうには，それなりの組織
や施設が必要になる。例として，「田舎暮らし利用センター」のような組織をつくり，常
時来街者の要望に応えることが考えられる。そこにはコーディネーターを配置して，相談
に応じるほか，各種教室などを行って，外部から来た人々を田舎での生活コミュニティー
に引き込む努力をすることが重要である。
　例えばお祭りなど地域の伝統行事への参加を呼びかける，地域内での清掃活動や相互扶
助活動，社会貢献活動にも加わってもらう，郷土料理の講習を行う，伝統的工芸品の製作
にも参加してもらうなど，まさに日々の生活にしっかりと参加してもらう中で人間関係を
つくっていくのである。こうした活動をすることで，都会からやってきた人々に，日頃都
会の生活で満たされなかったかつての田舎暮らしへの郷愁を味わってもらうことができ
る。これがこの観光の目玉になるのである。そこではグルメも絶景もいらない。まさに「田
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舎暮らし」を味わってもらうのである。
　田舎の生活はプライバシーが保たれず，他人の生活に介入することが多い。一見欠陥に
みえるこの近すぎる人間関係もまた，都会から来た人達からすれば新鮮な印象を与えるの
である。
　地域活性化において真に重要なことは，そこに住む住民が自らの問題として真剣に考
え，行動することである。人口減少や限界集落，商店街の消滅，買い物難民，空き家など，
待ったなしの状況が進んでいる。この問題を解決する力を持っているのは，その地域の住
民をおいて他にはない。国や県，市町村など公共機関がなにかやってくれるだろうという
見方は捨てるべきである。
　私たちが今回行った久留里線プロジェクトでは，地域が持つ資源としての里山を活用し
た「古道歩き」を紹介し，イベントとして実行した。「古道」というどこにでもある地域
資源を活用するには，ちょっとした工夫と努力が必要であり，それを実行するのは地域住
民である。そこに行政が少し後押しをするだけで地域は変わり始めるのである。
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